
第１２回瑞穂町行政評価委員会 次第 

 

日 時 平成２７年７月１０日（金）午前９時 

場 所 町民会館第２会議室 

 

１ 開 会 

 

２ 議 題 

（１）平成２６年度事務事業評価シートの外部評価について 

 ①【後期高齢者医療事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 ②【学力向上事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 ③【図書館施設の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 



 

　 ●

【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

●

　

　

大項目 ＊＊＊＊＊ 実施計画書掲載

小項目

根拠計画及び
根拠法令

平成20年4月1日～

高齢者の医療の確保に関する法律

事業期間

 被保険者は、①広域連合の地域内に居住する７５歳以上の方。②６５歳から７４歳まで
の障害者の方で、障害者手帳１級から３級と４級の一部、愛の手帳１度２度、精神障害者
手帳に該当する者で広域連合の認定を受けた方。
 保険料は、個人単位で計算され、個人が納付義務者になる。
 医療給付費等は、旧老人保健制度と同様に、医療サービスの提供と医療費の支給を行
う。

 高齢期における適切な医療の確保を図るため、医療費の適正化を推進するための計画の
作成及び保険者による健康診査等の実施に関する措置を講ずるとともに、高齢者の医療に
ついて、国民の共同連帯の理念等に基づき、前期高齢者に係る保険者間の費用負担の調
整、後期高齢者に対する適切な医療の給付等を行うために必要な制度を設け、もつて国民
保健の向上及び高齢者の福祉の増進を図ることを目的とする。

分野名

　　経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

　住民部　住民課　国保係

　内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

作成者 井上　裕司

一部委託

 政府・与党医療改革協議会が取りまとめた医療制度改革大綱では、超高齢社会を展望し
た新たな医療保険制度体系の実現として、平成20年度に新たな高齢者医療制度を創設し
た。
　国民皆保険制度を堅持し、医療制度を将来にわたり持続可能なものとしていくため、医
療費適正化の総合的な推進、新たな高齢者医療制度の創設、保険者の再編・統合等の措置
を講ずる健康保険法等の改正が平成18年6月に行われた。
　75歳以上の高齢者については、その心身の特性や生活実態等を踏まえ、平成20年度に独
立した後期高齢者医療制度を創設した。

＊＊＊＊＊

事務事業名 後期高齢者医療事業

事
業
概
要

＊＊＊＊＊

課　題

（どのような問
題があるのか）

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

進
捗
状
況
評
価

説
明

  後期高齢者医療の運営は東京都後期高齢者広域連合で行い、保険料の決定を行ってい
る。年金からの保険料の引落としができる人とできない人がいるため高齢者には納付の方
法が分からない方や保険料の変更で還付になるが手続きをしない人等制度を理解してもら
えない人がいるので、対象者に送付する通知や広報等誰でもよくわかる記述にする。
 保険料の滞納分が２年を経過すると不納欠損になるので、現年度の収納率を上げ、滞納
が減るように収納対策を行う。

 広報の掲載記事や通知は解りやすい言葉にしまし
た。また、保険料については、督促状の送付、電話
催告、未納者宅へ訪問を行い収納率向上に努めた。
平成26年度は短期証の交付事務処理手順を策定し、
納付相談に応じない未納者に短期証を交付できるよ
うにした。（交付実績はなし）

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し、目的の効果を挙げた

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

平成 26 年度事務事業評価シート
№

民間委託の形態 全部委託

担当部署

 



年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入

　

●

　

　

●

　

　

　

●

　

　

Ａ拡大

●Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

 【事業の適正性】※シート作成時に記入

今　後
改善すべき点

説
明

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

内容
・

方法

主　管　課

Ｃ継続事業　

Ｄ規模を縮小していく事業　

  国は、75歳以上の高齢者について、その心身の特性や生活
実態等を踏まえ、平成20年度に独立した後期高齢者医療制度
を創設し、高齢者にふさわしい医療の提供を行なっている。
　後期高齢者医療は東京都後期高齢者医療広域連合で給付事
業および保険料の決定を行っている。
　町の事務は、給付事業では申請の受付を行い、また、保険
料については納付書の発送、年金からの天引き依頼、収納の
事務 行う

未納者への早期の訪問や電話催告により収納率を上げる。また、ジェネ
リック医薬品の啓発や柔道整体等の点検を行うことで、医療費の適正化
を推進する。

後期高齢者医療保険料は年金から引き落とされると思い込み納付をしていない者や老人ホーム
入居者で家族が支払を忘れている場合などが多いので、未納が判り次第早期に連絡を行う。
ジェネリック医薬品の利用促進や柔道整体等の点検による医療費の適正化を推進する。町で
は、健康課や社会体育課と共同でハイキング・ウオーキング等の健康推進事業や特定健康診査
の推進により、健康増進に努める。

　住民部　住民課　国保係担当部署後期高齢者医療事業

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ａ目標を上回って達成できた。

今後の方向性

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

年　度
成　果

事務事業名

№

Ｃ検討中

Ｄ未実施

Ａ実施済（中）

Ｂ一部実施

年　度
目　標

26

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

説
明

査　定

高齢者へ制度の趣旨を分かりやすく周知していくとともに、
制度変更にも対応できるよう、準備を整えておく必要があ
る。平成26年度は2年に一度行われる保険料率の改定時期で
ある。
保険料の納付書の発送、年金からの天引き依頼、収納の事務

説
明

説
明

①後期高齢者医療制度及び制度の改正を被保険者に分かりやすく広報等で周知を行う。
②保険料の通知、納付書の発行及び保険料変更通知の発行を速やかに行う。
③現年度、過年度滞納分の徴収率の向上に努める。

①後期高齢者医療制度を被保険者に分かりやすくし広報等で周知を行った。
②保険料の通知、納付書の発行及び保険料変更通知の発行を速やかに行った。
③過年度分の滞納者宅を訪問及び電話催告を行った。

必要である
● 必要ではない

必要である
● 必要ではない

　 Ａ新規予算計上 Ａ新規予算計上

　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

● Ｄ前年どおりの維持 ● Ｄ前年どおりの維持

　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

事務を行う。

評
　
価

町民・議員・
各種団体から

の意見等

評
　
価

他課等との
連携内容

後期高齢者医療保険料の収納については税務課、町民の健康増進については福祉部健康課と連携する。

総　括

人員については現状維持が原則であるが、事業内容によって
人員の増強が必要な場合は、課内あるいは部内での配置換え
等による対応を行うとともに、外部委託など効率性を重視し
た新たな事業展開への創意工夫が必要である。

民間活力導入の必要性

予算
・

人員

人員増の必要性

を引き続き実施していく必要がある。

高齢者へ制度の趣旨を分かりやすく周知していくとともに、
制度変更にも対応できるよう、準備を整えておく必要があ
る。平成26年度は2年に一度行われる保険料率の改定時期で
あり前回より増加となるため、未納者の滞納額が多くならな
いよう、早期の納付勧奨と定期的な納付勧奨を行うこと。
また、ジェネリック医薬品の利用促進や柔道整体等の点検に
よる医療費の適正化を推進していく必要がある。

　平成26年度の保険料は保険料率が改定され、消費税の改正
もあり、被保険者数が増加し、未納者が増えることが見込ま
れる。そのため、滞納額が多くならないように、早期の納付
勧奨と定期的な納付勧奨に合わせて短期証の交付を検討す
る。

　東京都後期高齢者医療広域連合との電算機器での被保険者
情報入力や情報提供及び町の後期高齢者医療電算システムへ
の入力と電算の処理が多く事務が大変な状況である。異動に
は配慮をお願いしたい。

の意見等



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

99.40% 99.56%

52.48%

99.19% 99.51

H27

●

58.73% 58.73% 49.44%

協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

平成26年度からの保険給付費の見込み額は伸び
率を3パーセントで算出、広域連合負担金は伸び
率を5.5パーセントで算出し、2年に1度の保険証
の一斉更新費用を90万円増する。合わせて歳入
も増額する。

2年に1度
の保険証
一斉更新
90万円増
を見込
む。

決算額

一部

3,976

H21

単位

H22 H23

448,417378,479

事務事業名 後期高齢者医療事業

担当部署 　住民部　住民課　国保係

自治体名 羽村市

目　標　値

225 227

4,536 4,536 450 450

12,093

562,469

5,681 5,681 6,433 6,117

575,040

実計掲載

20,66519,347 21,263 19,588

565,165 595,706

75.00%

H28

75.00%

自治体名

99.68% 99.68%

指
標
②

指標名 口座振替率

　瑞穂町は近隣に比べ、普通徴収の加
入者が多いので口座振替率を上げた
い。(特別徴収者の割合 瑞穂町
59.6%、羽村市80.3%)
※H21･H22は奥多摩町の数値

コメント

他自治体の状況

指
標
①

60.00%

55.02%

H21

単位 %

実　績　値 %

指標名 保険料の収納率

　広域連合では98%の収納率で2%の未
集金は町負担とする考えである。後期
高齢者は75歳以上であるので納付方法
が分からないための未納があるので、
くわしい説明が必要である。

コメント

目　標　値 単位 %

実　績　値 単位 %

他自治体の状況

62.50%

1,007

8,800

425,400

1,046

357,593

4,711

13,902

6,707

3,736

決算額

416,670

年度 H21

373,168

地方債及びその他の特定財源

1,575

13,133

決算額

事業費

都支出金

国庫支出金

内
訳

一般財源

コメント

保健事業費

諸支出金

予備費

5,530

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

総務費

保険給付費

広域連合負担金

99.68%

99.02%

99.68%

99.56%

99.68%

63.17%

H22

99.68%

99.72%

65.00%

99.56%

H23

65.00%

99.37%

489,457

H27 H28

430,572

H24 H25

540,301 580,154515,088 537,961 566,065

99.68% 99.68%

99.47% 99.45%

H26

552,362

19,58818,56714,04013,809

520,954 558,891 545,577434,608 519,394475,417 497,489 546,477 530,234

決算額 決算額 行評要求 行評要求当初要求 査定後 決算額 行評要求

6,830 5,603 5,103 5,644 4,781 5,681

9,30010,300 10,6098,5509,350 10,000 9,300 11,100 10,609 10,927

505,351 533,146 523,126405,796 465,250

12,828

479,006

6,097 12,093 12,093 12,0936,815 12,09314,819 13,257

4,5363,957 4,100 4,5364,536

774

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

509,388 539,322 533,146

22,128

66.51% 72.70%

H24 H26

73.31%

75.00%

17,599

№

64.94%

（単位：千円）

羽村市

H25

67.00%

45.80%



 

　 ●

【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

●

　

　

平成 26 年度事務事業評価シート
№

進
捗
状
況
評
価

説
明

　学力向上のために学習サポーターの配置や瑞穂町
ステップアップ教室の実施など、様々な施策を展開
し、全国平均には徐々に近づいてきている。しか
し、いまだに全国平均には届いていないため、更に
継続していく必要がある。

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し、目的の効果を挙げた

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

　瑞穂町の児童・生徒の学力は少しずつながら向上している。しかし、まだ目に見える成
果を上げるまでには､いたっていない。
　特に、習得した知識・技能を活用する力、文章等を正確に読み解く力、自分の考えを適
切に表現する力が不足している。

民間委託の形態

　内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

課　題

（どのような問
題があるのか）

担当部署

作成者 奥泉　宏

一部委託

　平成２０年度から町独自の学力調査（一部の学年、教科）並びに漢字検定を始めた。平
成２１年度には防衛省の補助金である再編交付金により教育向上基金を設立し、学力向上
施策に本格的に着手した。学力調査では、小学校２年生以上での実施に加え、実施教科を
増やした。また、漢字検定の実施学年も増やした。さらに、学習サポーターの配置、国語
辞典の教室配置、ＩＴ機器（電子黒板等）の導入等に取り組んだ。平成２３年度からは、
中学校３年生を対象に英語検定を実施している。学習サポーターについては、平成２４年
度から中学校への配置を廃止し、小学校２年生の時間数を増やした。平成２５年度から
は、小学１年生から３年生の全部の授業に配置することとなった。また、平成２６年度は
町学力調査の廃止、英語検定を中学校３年生から２年生に変更、小学校補習事業（「瑞穂
町ステップアップ教室」）の立ち上げ等の施策の一部見直しを行った。

学校教育 全部委託

瑞穂町教育基本計画

事務事業名 学力向上事業

事
業
概
要

国際社会でたくましく生きるための資質・能力の育成　ほか 事業期間 平成20年度～

　児童・生徒一人ひとりが、自分の夢や希望を実現するためには、また社会に出ても逞し
く生きていくためには、生きる力の知的な側面としての学力が必要である。
　教育委員会では、児童・生徒の学力向上に向け、これまで以上に学校教育の質的向上を
図ることが必要であると考えている。
　国や都の学力調査の分析結果に基づき、授業改善推進プランを作成する。
　授業改善推進プランを日々の授業で実践し、学校全体で授業改善に取り組む。また、自
ら学習する意欲や態度を養う目的で漢字検定や英語検定を実施する。さらに基礎学力の定
着を図るために平成２６年度より小学校で「瑞穂町ステップアップ教室」（放課後補習事
業）を実施する。

分野名

　　経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

教育部指導課　指導係

大項目 人間力の向上　ほか 実施計画書掲載 ○

小項目

根拠計画及び
根拠法令

 



年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入

　

●

　

　

●

　

　

●

　

　

　

●Ａ拡大

　Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

 【事業の適正性】※シート作成時に記入

№

教育部指導課　指導係担当部署学力向上事業

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｂ当該年度に新規を含む事業

Ａ目標を上回って達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

　学力調査の結果分析により明確化した課題への対策として、漢字・英語検定の実施、教室へ
配置した国語辞典や地図の活用、学習教材の充実を図る。また、ALTの配置、少人数指導の実施
と充実、学習サポーターの配置、「瑞穂町ステップアップ教室」（小学校放課後補習事業）の
実施等、学力向上に向けた取り組みを充実し､児童・生徒の学力向上につなげる。

　漢字・英語検定の実施、教室へ配置した国語辞典や地図の活用を図る
ことができた。また、ALTの配置や少人数指導にも取り組んだ。さらに学
習サポーターの効果的な活用や瑞穂町ステップアップ教室など、学力向
上に向けて取り組んだ。

学力調査の結果の分析から課題を明確にし、教師の授業改善
等学力向上施策を展開することは重要である。引き続き基礎
学力の定着を図り、さらなる学力向上に努めることが必要で
ある。

　学習サポーターや瑞穂町ステップアップ教室などの施策に加え、学習
塾と連携したフューチャースクール（土曜講座）の実施など、さらなる
学力向上施策を推進する必要がある。

説
明

説
明

　町の児童・生徒の学力向上や教職員の授業力の向上を計画
的かつ戦略的に図っていくためにも、学習サポーターの配置
や補習事業等の継続的な実施は必要である。

査　定

Ｂ一部実施

内容
・

方法

主　管　課

今　後
改善すべき点

Ａ実施済（中）

今後の方向性
説
明

　現行の施策に加え、学習塾と連携したフューチャースクールの実施など、更なる学力向上策
を推進する。

Ｄ未実施

26 事務事業名

Ｃ継続事業　

Ｄ規模を縮小していく事業　

年　度
目　標

説
明

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

年　度
成　果

Ｃ検討中

● 必要である
必要ではない

必要である
● 必要ではない

　 Ａ新規予算計上 Ａ新規予算計上

　 Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

● Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う ● Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

Ｄ前年どおりの維持 Ｄ前年どおりの維持

　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

学力調査結果の分析により、取り組むべき施策を実施し、学
力を総合的に向上させることが重要である。さらに成果を出
すためには、引き続き事業を継続するとともに、現行の施策
に加え、学習塾と連携したフューチャースクールの実施な
ど、学力の向上に努めることが重要である。

　これまで実施した学力調査の結果の分析により明確化した
課題に対し、教育委員会が取り組むべき施策を精査、充実し
て実施する必要がある。また、今後の教育委員会が目指す学
力向上施策に必要な資源、人材を整備することが必要であ
る。

民間活力導入の必要性

他課等との
連携内容

総　括

評
　
価

予算
・

人員

教育環境の整備では、教育課との連携が必要である。

教育基本計画検討委員会で、学力向上は重要な教育目標の一つに位置付けられた。

　漢字検定等の委託費に加え、学習サポーター配置や補習事
業を実施するための人件費の確保が必要である。なお、今後
学力調査の分析結果を参考とし、学習サポーターの配置学年
や配置時間などについては、財源である再編交付金の延命も
含め検討を要する。

現在、一般財源で行っている事業については、国や都、諸団体等か
らの補助金の延命や確保に努める必要がある。
人員については現状維持が原則であるが、事業内容によって人員の
増強が必要な場合は、課内あるいは部内での配置換え等による対応
を行うとともに、外部委託など効率性を重視した新たな事業展開へ
の創意工夫が必要である。人員増の必要性

町民・議員・
各種団体から

の意見等

評
　
価

の意見等



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

№

（単位：千円）

目　標　値 単位 ポイント

実　績　値 単位 ポイント

自治体名

52.9 53.3

H24 H25 H26 H27 H28

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

1,640 702

22,426

2,608

9,521

9,202
3,683

9,3649,384 9,594 9,5949,594 9,384

592 2,422 2,422935

4,418
9,5949,021

2,405 2,006 2,422 2,4222,022

3,408

935

3,302 3,4083,394 3,333

行評要求当初要求 査定後 決算見込額決算額 決算額決算額

9,594 10,599 9,384 9,514 9,550 9,594 9,59411,399 13,20412,31112,462

30,388 39,65538,378 37,373 38,37828,06826,473

H26

49,039 46,414 38,740

H24 H25

43,592

英語検定委託料

補習指導員

漢字検定委託料

備品・消耗品購入（外国語活動）

H27 H28

48,455

備品・消耗品購入（国語辞典）

備品・消耗品購入（ＩＴ機器）

備品・消耗品購入（学習ソフト）

39,467

63.9

56.6

68.3

62.4

61.9

64.7

H23

66.6

65.4

65.1

53.3

H21

56.1

H22

66.2

586

28,496

備品・消耗品購入（漢検教材）

学習サポーター

内
訳

一般財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

学力調査委託料

英語指導助手派遣（小学校）

コメント

地方債及びその他の特定財源

都支出金

国庫支出金

英語指導助手派遣（中学校） 7,598

決算額

事業費

12,797 9,520

年度 H21

11,150

3,488

31,401

2,413

決算額

3,371

4,088

2,413

4,713

12,798

7481,164 1,271

9,428

28,072

81

860

560

18,145 23,327 23,783

573

指標名 町学力調査の平均到達度（小学校）

　２年～４年（国語、算数）
　５年（国語、算数、理科）
　６年（国語、算数、理科、社会）

Ｈ23年度まで　目標値＝目標値の学年・教科の平
均
Ｈ24年度から　目標値＝全国平均の学年・教科の

コメント

57.0単位 ポイント

実　績　値 単位 ポイント

他自治体の状況

指
標
②

指標名 町学力調査の平均到達度（中学校）

　　１年（国語、算数・数学、理科、社会）
　　２・３年（国語、数学、理科、社会、英語）

Ｈ23年度まで　目標値＝目標値の学年・教科の平
均
Ｈ24年度から　目標値＝全国平均の学年・教科の
平均

コメント

他自治体の状況 自治体名

47,972 47,972

38,378

3,408 3,408 3,873

行評要求行評要求 実計掲載

31,798 31,798 34,097 33,001 31,79829,393

750 750 750 1,454 1,082

31,798

750 750

事務事業名 学力向上事業

担当部署 教育部指導課　指導係

目　標　値

指
標
①

56.2

H22 H23

40,38355,348

学力調査、
漢字検定、
英語検定、
学習サポー
ターは、再
編交付金を
活用した教
育向上基金
を財源とす
る。
学習サポー
ター3年生
の配置を週
15時間→28
時間に増加
する。

漢字検定、英語検定、学習サポーター、補習指
導員は再編交付金を活用した教育向上基金を財
源とする。

ＩＴ機器
は、国庫支
出金（防衛
省再編交付
金）を活
用。
学力調査、
漢字検定、
国語辞典、
学習サポー
ターは、再
編交付金を
活用した教
育向上基金
を財源とす
る。

ＩＴ機器
は、国庫支
出金（防衛
省再編交付
金）を活
用。
学力調査、
漢字検定、
学習サポー
ターは、再
編交付金を
活用した教
育向上基金
を財源とす
る。

学力調査、
漢字検定、
英語検定、
学習サポー
ターは、再
編交付金を
活用した教
育向上基金
を財源とす
る。

学力調査、
漢字検定、
英語検定、
学習サポー
ターは、再
編交付金を
活用した教
育向上基金
を財源とす
る。

協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

●

学習サポーターを雇用を洗練することによ
り、学力の向上につながる。一部

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

学習サポーター

H21

47,97247,972

36,900 29,190



 

　 ●

【長期総合計画における進捗状況評価】※年度終了後に記入

　

　

●

　

　

平成 26 年度事務事業評価シート
№

進
捗
状
況
評
価

説
明

　揚水ポンプや自動ドアセンサー等の修繕を行い、
利用者に迷惑をかけないよう利用環境を整備した。
　また、耐震診断調査を行い、耐震工事の必要なし
という結果を得た。
　これらを含め、郷土資料館移転に伴う３階の利用
方法を瑞穂町図書館協議会で検討するなど、平成２
７年度の整備に向けて、便利で利用しやすい図書館
について話し合い、予算計上を行った。

Ａ目標を達成し施策（事業）は完了し目的の効果を挙げた

Ｂ目標を達成し施策（事業）は完了したが、当初予定してい
た成果とは異なった、もしくは不明

Ｃ順調に進捗し、期待通りの成果をあげている

Ｄ順調に進捗しているが、期待していた成果とは異なる、も
しくは不明

Ｅ当初の計画より遅れている、または取り組んでいない

Ｆ当該事業実施の必要性がなくなった

施設の老朽化により空調設備や電気系統の故障が多く、快適な利用環境が提供できていな
いことや、バリアフリー非対応も課題となっている。老朽化に伴う外壁の補修や、今後の
施設の維持のためには耐震診断調査の必要もある。さらに、平成２６年度秋に郷土資料館
完成に伴い、３階の利用方法を明確にし、時代の流れにあった便利で利用しやすい図書館
に整備する必要がある。

民間委託の形態

　内容・目的

（どのようなこ
とを行っている
のか・どのよう
な状態にしよう
としているの
か）

課　題

（どのような問
題があるのか）

担当部署

作成者 小山健一

一部委託

・昭和４７年図書館設置工事
・昭和４８年８月図書館開館
・昭和５１年郷土資料館新築工事
・昭和５２年１１月郷土資料館開館
・昭和５８年図書館増築工事
・昭和５９年４月瑞穂町図書館新館開館
・昭和６２年１月お山の図書室開室
・昭和６３年２月殿ケ谷開室
・平成２年元狭山ふるさと思い出館整備事業工事
・平成３年７月長岡図書室開室
・平成３年７月元狭山ふるさと思い出館開室
・平成１３年月元狭山ふるさと思い出館外壁等塗装工事
・平成１３年１２月お山の図書室閉室
・平成１４年１月武蔵野コミュニティセンター図書室開室
・平成２３年１１月長岡図書室閉室
・平成２３年１１月長岡コミュニティセンター図書室開室
・平成２４年９月元狭山ふるさと思い出館外壁等塗装工事

生涯学習 全部委託

第4次瑞穂町長期総合計画・公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準
・第２次子ども読書活動計画

事務事業名 図書館施設の充実

事
業
概
要

図書館施設の充実 事業期間

　瑞穂町図書館は、昭和４８年に建設され、昭和５２年に郷土資料館分の増築、昭和５９
年に増築され平成２６年で築４１年を迎える。
　ここ数年来、設備の老朽化により各所に不具合が生じてきており、維持管理が困難なだ
けではなく、住民が快適に利用できる環境とは言い難い状況が続いている。
　図書館が、地域の重要な情報拠点として生涯学習を推進していく重要な役割を果たすた
めにも、利用環境の整備が不可欠であり、平成２６年秋に郷土資料館完成に伴い、空きス
ペースを有効利用するために整備する必要がある。
　また、箱根ケ崎駅西土地区画整理事業の進捗に伴い、役場連絡所機能を備えた新たな図
書館の整備の検討を進める。

分野名

　　経　緯

（いつからどの
ように始まった
のか）

教育部　図書館　図書係

大項目 図書館活動の充実 実施計画書掲載 ○

小項目

根拠計画及び
根拠法令

 



年度

【目標・成果等】※「目標」はシート作成時、「成果」「今後改善すべき点」「今後の方向性」は年度終了後に記入

　

●

　

　

　

●

　

　

　

●

　

　

Ａ拡大

●Ｂ現状のまま継続

　Ｃ手段等の見直し

　Ｄ縮小

　Ｅ廃止・休止

　Ｆ完了・終了

 【事業の適正性】※シート作成時に記入

№

査　定

図書館施設の老朽化により、利用者に快適な利用環境が提供
できていないことから、施設改修については財政負担も考慮
しながら計画的に進めていく必要がある。

説
明

説
明

　支障の生じている設備を改善し、郷土資料館移転後の３階空きスペー
スを速やかに整備できるように進めるとともに、耐震診断調査を行ない
総合的な判断の資料とし、将来的な望ましい図書館のあり方を検討す
る。

この結果を受け、３階の活用を含めた館全体の再整備について、プラン
ニング及び関係各署との協議を行い、平成２７年度予算に反映すること
ができた。

年　度
目　標

図書館利用者に安全で快適な利用環境と利便性を提供するた
めに施設改修整備を計画的に実施する。

年　度
成　果

今　後
改善すべき点

内容
・

方法

主　管　課

今後の方向性

平成２７年度事業として、地域資料デジタル化公開と郷土資料館１周年
が１１月に予定されているので、館内リニューアルも、このタイミング
に合わせることで住民へのアピール効果も大きくなるため、計画的に段
取りと調整が必要である。

説
明

　施設の老朽化により空調設備や電気系統の故障が多く、快適な利用環境が提供できていない
ことや、バリアフリー非対応も大きな課題となっている。
　当館は防衛省補助事業で建設された施設であり、今後の改修についても、補助金等を獲得し
たうえで、大規模な改修工事を行う必要がある。

説
明

Ｂ一部実施

Ａ町長公約あるいは当該年度重要事業　

Ｂ当該年度に新規を含む事業

教育部　図書館　図書係担当部署図書館施設の充実

Ａ目標を上回って達成できた。

Ｂ目標をほぼ達成できた。

Ｃ検討中

Ｄ未実施

26 事務事業名

Ｃ継続事業　

Ｄ規模を縮小していく事業　

Ｃ目標を半分まで達成できた。

Ｄ目標を一部しか達成できなかった。

Ａ実施済（中）

● 必要である
必要ではない

必要である
● 必要ではない

　 Ａ新規予算計上 Ａ新規予算計上

● Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う ● Ｂ前年度予算を超えて事務事業を新設・拡大を行う

Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う Ｃ前年度予算内で事務事業を新設・拡大を行う

　 Ｄ前年どおりの維持 Ｄ前年どおりの維持

　 Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う Ｅ前年度予算内で事務事業を縮小または効率化を図って行う

　 Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う Ｆ予算措置を伴わない、事務事業の内部の調査・検討・実施を行う

　 Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う Ｇ統廃合を含めて、事務事業の中止・休止・廃止を行う

【連携内容・意見等】※シート作成時、その後は随時記入

郷土資料館とは地域資料保存の連携や夏休みの自由研究等のレファレンス対応等を連携して行っている。
また、瑞穂町図書館協議会と連携し、便利で利用しやすい図書館について協議を行っている。

平成２５年第１回瑞穂町議会定例会において、図書館施策と文化行政について一般質問があった。
平成２６年度第４回瑞穂町議会定例会　厚生文教委員会協議会において、図書館の今後について協議が行われた。

他課等との
連携内容

町民・議員・
各種団体から

の意見等

評
　
価

予算
・

人員

空調設備等の老朽化対応と、郷土資料館移転後の３階空きス
ペースの有効活用については、早急に進める必要がある。ま
た、それだけにとどまらず、バリアフリー化など館内全体の
リニューアルもあわせて計画的に考えていく必要がある。

図書館サービスを充実させるためには、現施設のバリアフ
リー化等の抜本的見直しが必要と考えるが、当面は老朽化し
た設備の改修と３階空きスペースの有効利用は早急に進めな
ければならない。

総　括

評
　
価

民間活力導入の必要性

人員増の必要性

老朽化した空調設備や３階空きスペースを再整備するには、
専門技術が要るため設計委託及び工事費等が必要である。

今後の改修費用については国や都、諸団体等からの補助金の確保に
努める必要があります。
人員については現状維持が原則ですが、事業内容によって人員の増
強が必要な場合は、課内あるいは部内での配置換え等による対応を
行うとともに、外部委託など効率性を重視した新たな事業展開への
創意工夫が必要である。



【評価指標】

【予算・決算等の状況】

【住民等との協働に関する状況】

実施中

実施予定

検討中

未検討

協働できない

該当に●を入力 シート事業全部の場合、シート事業全部に「●」を入力

一部の場合、事業名を入力

№

（単位：千円）

目　標　値 単位

実　績　値 単位 冊

自治体名 羽村

H25

120,000

390,074 349,464

122,883 116,147

H24 H26

113,499

H27

120,000

5,247 3,598 8,880

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

72,236

1,995

3,1573,157 3,157 3,157 3,1573,157

5,648 5,8773,038 3,137

106 95 9510597

5,664

10595101

6,129 5,064 5,6646,097

決算額 行評要求 実計掲載 行評要求当初要求 査定後 決算額決算額

14,704 14,076 11,935 72,23612,520 14,56410,899 14,388

213,000 217,000

213,413 217,021

H26

14,704 14,076 11,93512,520 14,564

H24 H25

１５工事請負費

１８備品購入費

H27 H28

14,38810,899

202,000

202,644

122,000

H23H22

3,157

内
訳

一般財源

予
算
・
決
算
及
び
コ
メ
ン
ト

予算・決算等の構成

１１需用費

１２役務費

１３委託料

コメント

１４使用料及び賃借料

決算額

事業費

地方債及びその他の特定財源

都支出金

国庫支出金

年度 H21

決算額 決算額

4,257

101

3,197

105

3,239

指標名 図書館蔵書

他自治体においても蔵書数が増加し、
スペースの確保が厳しい状態が続いて
いる。

コメント
指
標
①

H21

単位

実　績　値 単位 冊

他自治体の状況

指
標
②

指標名 貸出数

他自治体においても貸出数の減少に歯止
めがかからない状況である。

コメント

他自治体の状況 自治体名 羽村

目　標　値

H28

72,236 12,174

12,174

行評要求

5,664 5,540 5,542

3,157

3,258

12,17451,556

25 25 10 2,884

H22 H23

事務事業名 図書館施設の充実

担当部署 教育部　図書館　図書係

H21

外壁補修
工事、除
湿温度保
持機能復
旧工事、
図書館改
修工事
（仮）に
より、老
朽化した
施設を利
用者に快
適な利用
環境と利
便性を提
供する。

利用者アンケート

一部

施設の老朽化が課題となっており、耐震診断調
査を行ない、老朽化した外壁の補修と合わせ
て、総合的な判断の資料とし、将来的な望まし
い図書館のあり方の検討が必要である。防衛省
の騒音測定の結果によっては空調設備の改修工
事の可能性もある。

364,496 371,584 378,260

協働状況
（予定）

協働事業名
（予定）

●

利用者目線による需要を把握することがで
きた。

シート事業全部

協働による効果
（見込み）

404,581


















